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― 研究報告 ― 
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抄録： 当院では地域医療連携ネットワークを活用し、難治性疾患の治療、身体症状緩和から看取りまでの包括的医療を提供

する取り組みを行っている。2017 から 2020 年までの期間、がん患者を中心に地域医療連携によりエンド・オブ・ライフまでを

支援した 26 事例の分析を行った。調査対象患者は 65 歳以上の高齢者が 21 名を占めた。病態は積極的治療非適応 16 名、術後再

発９名などであった。病診連携により療養支援した患者 22 名のうち 17 名は在宅支援診療所等との連携であった。医療用麻薬、

劇薬、抗菌薬、オクトレオチド等の薬剤は、在宅医によって円滑に投与が継続された。在宅でのケア・処置は、高カロリー輸液、

消化管皮膚瘻ケア、糖尿病コントロール、訪問リハビリテーション等が実施されていた。在宅医療者との患者情報交換は、地域

医療連携室を介した電話、ファックスのアナログ式だったが、在宅発生イベントは在宅医療者の介入・処置により対処可能であ

った。医療連携の開始から看取りまでの期間は中央値４週間で、６週間以内が 68％を占めた。看取りの場所は自宅が 10 名、当

院と他院がそれぞれ 8 名ずつであった。在宅での看取りについては、患者と家族が希望した 20 事例のうち、実際に在宅で看取

られた患者は 9 例であった。新型コロナウイルス感染症が流行し始めた 2020 年 1 月から在宅での看取りが増え、パンデミック

以後に死亡した 11 名のうち 8名が自宅で最期の時を迎えた。 
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はじめに  
当院は、兵庫県川西市と川辺郡、大阪府豊能郡の急

性期医療を担う救急告示病院として年間約 4000 件に

及ぶ救急搬送を受け入れつつ、消化器・一般外科では

進行・再発がんの治療を行っている。「第 3 期がん対策

推進基本計画」 [1]にはがん対策を総合的かつ計画的に

推進するための基本的な事項の筆頭に「関係者等の連

携協力の更なる強化」と明記されている。当院では院

内はもとより医療圏内の連携強化により診療体制の充

実を図っている。具体的には、入院後早期から皮膚・

排泄ケア、緩和ケア等の組織横断チームの介入、定期

的な多職種による症例検討、退院前に在宅医療資源と

の情報共有カンファレンス、オンコロジック・エマー

ジェンシー（在宅急変時）対応の取り決めといった患

者支援のためのプロセスを標準化している。退院後は

地域医療資源と患者情報、治療方針を共有し、患者・

家族の希望に添う医療の提供を通じて人生の最期まで

継続的に支援する。しかし、日常の療養生活からエン・

オブ・ライフ期の治療と在宅生活の両立支援までを、

すべて単一施設で完結することは困難である [2]。こう

した病院の対応力不足を補完するマネジメントとして、

当院は 2014 年に地域医療連携ネットワーク「VERI-

DRS-NET 倶楽部」を立ち上げた。倶楽部の基本理念は、

圏域内の医療機関が明確な役割分担と緊密な連携のも

とに相互協力し、良質な医療を提供することによって

地域貢献することにある。倶楽部の連携開始当初は、

整形外科、一般内科等の疾患が主であったが、2018 年

からはがんを始めとする難治性疾患まで対象を拡大し

た。すなわち、疾病治療、在宅療養支援、身体症状緩

和から看取りまでの包括的な医療を地域ぐるみで提供

する枠組みを構築した。本研究では、初回退院からエ

ンド・オブ・ライフまでの期間を通じて患者に提供さ

れた地域連携医療の内容を質的、量的に評価し、今後

改善すべき課題を明らかにするため、地域医療連携症

例に後方視的検討を加えた。 

方法 

①調査対象：2017 年 8 月から 2021 年 12 月までの期

間において、消化器・一般外科へ入院した患者のうち、

退院時に「VERI-DRS-NET 倶楽部」または川西市医師会
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加盟医療機関との医療連携計画策定、治療、療養支援、

看取りまでを行った患者 26 名。  

② 調 査 法 ： 電 子 カ ル テ （ Newtons 1: Software 

Service, inc.）の診療記録「医師」「地域連携」「MSW」

「看護記録」「ケアプラン」記載内容および「取り込み

ファイル」から患者情報を抽出した。カルテ不記載な

どのため抽出困難な一部の情報に関しては、当該患者

の関係者または遺族からの聞き取りを行なった。 

③調査項目：（1）患者属性（プロファイル、DPC 主病

名）、病態（悪性の場合は担がん臓器、臨床病期、初発

/再発の区分）、治療方針（手術、化学療法、ベストサ

ポーティブケア等）、（2）在宅ケア；連携機関、施療内

容（使用薬剤、処置等）、自宅での発生イベントとその

対応、連携期間の入院回数と在宅支援介入総週数（連

携開始から看取りまで）。（3）看取り関連；看取りの場

に関する本人、家族の希望と死亡された場所（在宅、

当院、他院）を照合し、応需評価を行った。予後予測

指標には Palliative Prognostic Index を用いた [3]。 

④倫理的配慮：調査対象となった患者または家族

（遺族）には、本研究の趣旨を説明し同意を得た。筆

頭著者所属施設の倫理審査委員会の承認を得た（承認

番号 2022-03-1）。  

結果 

(1)患者プロファイル：年齢は 90 歳代 2 名、80 歳代

8 名、70 歳代 6 名、60 歳代 8 名、50 歳代と 30 歳代が

それぞれ 1 名で、中央値 73.5 歳、65 歳以上の高齢者

が 21 名を占めた。性別では男性 16 名、女性 10 名。主

病名は良性疾患 2 名、悪性腫瘍 24 名（胃 8 名、膵 6

名、大腸５名等）であった。病態は、積極的治療の適

応なし（高度進行がん、多重併存疾患、低アドヒアラ

ンス、高齢などの理由による）が 14 名、術後再発 9 名、

ベストサポーティブケア希望 2 名、術後反復発症した

合併症（細菌感染症）1 名であった（表 1）。 

(2)連携診療形態は、在宅支援を行いつつ必要時に

入院療養を提供する医療連携が 23 名、連携病院への

転院が 3 名であった。連携先医療機関については、療

養型病院が 1 名、診療所が 22 名であった。診療所との

連携患者のうち 17 名は訪問診療、往診を提供するク

リニック（在宅支援診療所 2、3 を含む）との連携であ

った（図 1,2）。 

(3)在宅使用薬剤に関しては、がん性疼痛治療薬（オ

ピオイド系：麻薬）と倦怠感改善薬（副腎皮質ホルモ

ン剤：劇薬）の処方・管理がそれぞれ 7 名ずつ、いず

れも症状に応じて在宅医が用量や剤型等を変更し、投

与が継続された。細菌感染症患者に抗菌薬の経静脈投

与、がん性イレウス患者にはオクトレオチド持続静注

による消化器症状緩和が在宅医によって最期まで実施

された。処置に関しては、完全皮下埋め込み型中心静

脈カテーテル（CV ポート）を用いた高カロリー輸液が

6 名に、消化管皮膚瘻ケアが 3 名に行われていた。消 

N 看取  年齢  疾患 病態 

１  在宅  80 代 胃がん 転移再発 

２  当院  60 代 大腸がん 転移再発 

３ 在宅  70 代 胃がん 転移再発 

４  当院  50 代 大腸がん 転移再発 

5 他院  30 代 婦人科がん 転移再発 

6 当院  60 代 膵がん 加療不可 

７  在宅  80 代 胃がん 低認容性 

8 当院  60 代 膵がん 加療不可 

9 他院  60 代 食道がん 加療不可 

10 当院  80 代 膵がん 切除不能 

11 当院  60 代 膵がん 切除不能 

12 他院  80 代 胃がん 転移再発 

13 他院  70 代 大腸がん 切除不能 

14 在宅  90 代 十二指腸潰瘍 在宅希望 

15 当院  80 代 閉塞性動脈硬化症  在宅希望 

16 在宅  70 代 胃がん 加療不可 

17 在宅  80 代 膵がん 合併症 

18 在宅  80 代 膵がん 加療不可 

19 在宅  60 代 大腸がん 転移再発 

20 在宅  90 代 胃がん 加療不可 

21 在宅  60 代 胃がん 加療不可 

22 他院  70 代 大腸がん 加療不可 

23 在宅  70 代 腹部脂肪肉腫 転移再発 

24 他院  80 代 膵がん 加療不可 

25 他院  60 代 胃がん 転移再発 

26 在宅  70 代 胃がん 加療不可 

表 1. 地域医療連携症例 

図 1. 連携医療機関 

 

図 2. 連携診療所 
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図 3. 在宅療養支援延べ期間 

 

化管皮膚瘻の成因は、紹介元の外科的手技による合併

症が 2 名、主腫瘍に併発した膿瘍の穿通が 1 名で、い

ずれも終生治癒することはなかった。糖尿病コントロ

ール（血糖値測定・インスリン投与）、訪問リハビリテ

ーション（呼吸器）がそれぞれ 1 名ずつに実施された。

カテーテル類取り扱いは尿道留置カテーテルのみであ

った。在宅での発生イベントは、がん性イレウス、弛

張熱、吐下血、皮膚潰瘍、認知症増悪による医療介護

抵抗、せん妄などが訪問看護師から報告された。必要

に応じて患者家族に外来受診を促し、臨時カンファレ

ンスを開き、在宅支援計画を修正したケースもあった

が、在宅医療者の介入と処置により概ね対処可能であ

った。在宅での血液検査の結果、貧血が報告された 3

名に対しては、予後予測による輸血適応を評価し、再

入院の上輸血を行った。在宅医や訪問看護師との情報

交換は、全て地域医療連携室を介した電話、ファック

スによる口頭伝達、紙が媒体であった。病診連携から

看取りまでの期間は最短 4 日から最長 21 ヶ月で、中

央値 4 週間、6 週間以内が 68％を占めた一方、4 ヶ月

以上が 32％であった(図 3)。この間の当院への入院回

数は 1 から 10 回で、中央値 2 回であった(図 4)。 

(4)看取りの場所は自宅が 10 名、当院と他院がそれ

ぞれ 8 名であった。他院看取りの 8 名のうち、当院患

者受け入れ停止中とホスピス希望がそれぞれ 3 名、満

床と当直医による受け入れ不可がそれぞれ 1 例であっ

た。最期を迎える場所に関して、患者は 23 名が自宅を

希望した。家族は自宅希望が 17 名、不安はあるが患者

在宅希望に添うが 4 名、病院希望が 2 名であった。患

者と家族とも在宅看取りを希望した 20 症例のうち、

実際に在宅看取りに至ったケースは 9 例であった。新

型コロナウイルス感染症（COVID-19）が流行し始めた

2020 年 1 月以降、在宅看取りが増え、パンデミック期

間に死亡した 11 名のうち 8 名が自宅で最期の時を迎

えた。 

 

 

 

図 4. 入院回数 

考察 

日本医師会「地域医療情報システム」 [4]によると、 

兵庫県川西市は 2015 年高齢化率が 30.1%の高齢医療圏

である（全国平均 26.6%）。また、人口 10 万人あたり

の医師数（2021 年）は 179.06 人で、全国平均 244.11

人を大きく下回る一方、一般病床数は 1025.74 床と全

国平均 697.23 床を大幅に上回っている。すなわち、川

西市は「少ない医師で高齢の入院患者を数多く診なけ

ればならない」医療圏といえる。こうした特性をもつ

圏域の急性期病院は、高齢患者を数多く受け入れる一

方で、入院早期からの退院支援介入によって地域の慢

性期、回復期施設移行や在宅復帰を図る後方連携マネ

ジメントが求められる。 

「VERI-DRS-NET 倶楽部」は、兵庫県川西市と川辺郡

猪名川町、大阪府豊能郡の 44 診療所から成り、当院と

双方向性の医療連携を実践している。その他、研修会

の実施、ニュースレターの発行、逆紹介や紹介断り事

例についての検討会などを行なっている。前方連携に

おいては、2020 年度の紹介が 2975 件あり、その内 478

件に入院応需を行った。2018 年以降、倶楽部の双方向

的病診連携、ならびに川西市医師会加盟機関との後方

連携によって、在宅と入院においての切れ目のない地

域医療を展開した結果、難治性疾患患者 26 名に対し

て包括的な療養支援を提供することができた。 

2007 年の第 5 次医療法改正 [5]で提唱された「医療機

関の機能分化推進」事業の結果として、訪問診療・往

診に特化した診療所は増加の一途を辿っている。川西

市は在宅医療資源に恵まれ、2021 年人口 10 万人当た

りの「在宅療養診療所 2」3.2 件（全国平均 2.63 件）、

「在宅支援診療所 3」11.5 件（全国平均 8.75 件）が運

営されている [4]。こうした比較的豊富な在宅医療資源

の存在が、麻薬や劇薬などの投与を切れ目なく実施で

きた要因であったと考える。 

完全皮下埋め込み型中心静脈カテーテルは CV ポー

トとも呼ばれ、埋め込みを行った 6 名のうち 5 名は上

部消化器がん（膵・胃）病巣が経口摂取に直接影響し
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た症例であった。消化器がん終末期は経口摂取が困難

となり、経静脈栄養への依存が高まるが、在宅生活維

持のため CV ポートを必要とした患者は 3 名にとどま

り、がん終末期医療における CV ポートの需要は限定

的であった。院内栄養サポートチームが活動停止中で

あることから、多くの患者に末梢静脈輸液が行われ、

経管栄養施行例はなかった。長期の在宅療養を要する

患者に対する経管栄養法の導入が今後の課題として明

確になった。 

創傷治癒力が著しく低下したがん患者の消化管皮

膚瘻は、限られた時間の中では根治に固執せず、共生

することが望ましい。皮膚ケアに係る医療指示・看護

実践は非言語的コミュニケーションを要し、アナログ

情報に依存したケアの継続には困難を伴うことが多か

った。進化著しい ITC 技術を活用した患者情報共有シ

ステムを地域医療連携へ導入するフレームワークの創

成が望まれる。また、二次医療圏ごとに整備される地

域医療連携クリニカルパス [6,7]の有機的活用 [8]は、医

療の利便性と患者利益の双方に寄与するツールである。

兵庫県がん診療連携協議会ならびにがん診療連携拠点

病院の啓発活動に期待したい。 

多くの患者は「住み慣れた自宅で過ごしたい」希望

を持つ。がん患者がエンド・オブ・ライフ期の場所を

主体的に選択するため、医療者は生命予後や療養環境

に関する情報を十分に説明し、意思決定支援を行う。

入院中のがん患者が在宅移行を希望した場合、家族に

関する介護力の評価と在宅で支え続ける日数の見込み

をもとに、在宅移行の可否、適切なタイミングを判定

する。本研究において、余命と療養環境評価を克明に

説明した患者 2 名は在宅移行から入院継続へ希望を変

更し、1 名は自宅で過ごすため退院を決断した。我々

が支援した患者のうち半数は在宅移行後１ヶ月以内に

他界した。がん患者の在宅期間は他疾患と比べて短く、

自宅療養へ切り替える場合は在宅療養チームを速やか

に立ち上げ、支援を開始しなければならない。 

パンデミックがエンド・オブ・ライフ・ケアに及ぼ

した影響は多大であった [9,10]。病診連携下に緩和医療

を継続していた患者 3 名は、当院が COVID-19 クラス

ター発生中、入院受け入れ停止を余儀なくされたこと

により、他院で現病増悪のため亡くなった。当院のル

ーティンである「多職種退院時カンファレンス」は面

会制限のため開催困難となり、退院調整の難航が予想

されたが、多くの患者・家族は「病院に入っていたら

会えない」との思いから在宅ケアの道を選ぶ結果とな

った。 

急性期地域中核病院の提供するがん診療には、Cure

のための治療と並行して進行再発患者の Care が求め

られる。医療需要の多様化した現在、単一機関で Cure

と Care を担い、がん診療を完結するには自ずと限界

がある。立地医療圏内において、地域連携の「絆」を

太く、厚く、多く保つことが、がんを始めとする高齢

化者の難治性疾患に対する切れ目のない包括的診療を

可能にする有効な方策である。  
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